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氏  名 職  位 期  間 目   的 
戒能 一成 

溝渕 英之 

金  明中 

戎野 淑子 

 

 

 
 
 
王  雪萍 

 
 
  鄭  雨宗 
 
朝倉啓一郎 

 
 新井  啓 
 
  風神佐知子 
  
鈴木 将之 

  
小林 淑恵 
河上 牧子 
星野 高徳 
福石 幸生 
明  素延 
岡村 麻子 

研究員 
講師(有期)
共同研究員

研究員 
共同研究員

特別研究員

 
 
 
研究員 
共同研究員

特別研究員

研究員 
共同研究員

研究員 
共同研究員

研究員 
共同研究員

共同研究員

研修生 
共同研究員

研修生 
共同研究員

共同研究員

共同研究員

共同研究員

共同研究員

共同研究員

2008.5.12～2009.3.31 
2007.12. 1～2009.3.31
2003.9.10～2009.3.31 
2008. 4. 1～2009.3.31 
2004. 4. 1～2008.3.31 
2000. 4. 1～2004.3.31 
 
1999. 4. 1～2000.3.31 
 
2008. 4. 1～2009.3.31 
2004. 4. 1～2008.3.31 
2002.12.16～2004.3.31
2008. 4. 1～2009.3.31 
2005. 4. 1～2008.3.31 
2008. 4. 1～2009.3.31 
2006.7.24～2008.3.31 
2008. 4. 1～2009.3.31 
2007. 4. 1～2008.3.31 
2006. 4. 1～2009.3.31 
2005. 4. 1～2006.3.31 
2006. 4. 1～2009.3.31 
2005.7.15～2006.3.31 
2006. 4. 1～2009.3.31 
2007. 4. 1～2009.3.31 
2007. 4. 1～2009.3.31 
2007. 7.18～2009.3.31
2007. 7.18～2009.3.31
2008. 4. 1～2009.3.31 

 
 
 
 
 
これからの人事評価制度の 
あり方プロジェクト 
グローバル化時代の賃金制度 
のあり方プロジェクト 
 
 
環境プロジェクト 
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氏   名 職   位 期   間 目    的 
一守  靖 
金  志映 
 
馬  欣欣 
渡邊正太郎 
 

共同研究員

共同研究員

研修生 
共同研究員

研修生 

2008. 4. 1～2009. 3.31
2008. 4. 1～2009. 3.31
2007.10.15～2008.3.31
2008.12.1～2009. 3.31
2007. 4. 1～2009. 3.31

 

 
※ 日本学術振興会未来開拓学術研究推進ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ共同研究  
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��� � � �       

 

  ��� ���� �������� 

  名  称   アジア加盟国生産性データベースの開発および調査研究業務 

  期 間  平成 20 年 4 月 1 日 ～ 平成 21 年 3 月 31 日 

 研究代表者  野村浩二（産業研究所准教授） 

       

64



 
 
 

産業研究所の組織 
産業研究所名簿 
刊行物一覧 
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産業研究所の組織

 2009 年 4 月 1 日現在 

 運営委員会 

所内運営委員会(予算，組織，人事)

図書委員会（選書、図書資料の整理･提供、図書予算執行、 
      出版企画、出版予算執行） 

研究担当副所長 

教育担当副所長 

総務担当副所長 

委員会およびプロジェクト等 

産研セミナー運営委員会 

情報化委員会 

産研教育委員会 

個人情報保護対策委員会 

年次報告委員会 

委員会およびプロジェクト等 

委員会およびプロジェクト等 

所長 

65
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産 業 研 究 所 所 員 名 簿 
                          (2009 年 4 月 1 日現在、＊専任所員) 
 
所    長      早 見   均   商 学 部 教 授 
副 所 長       宮内    環         経 済 学 部 准 教 授 
               中 島  隆 信   商 学 部 教 授 
所員（専任） ＊吉 岡  完 治   産 業 研 究 所 教 授            
             ＊野 村  浩 二   産 業 研 究 所 准 教 授 
             ＊石 岡  克 俊   産 業 研 究 所 准 教 授 
             ＊宮 川  幸 三   産 業 研 究 所 准 教 授 
             ＊松 浦  寿 幸   産 業研究所 専任講 師 
所員（兼担）   赤 林  英 夫   経 済 学 部 教 授            
               赤 林  由 雄   経 済 学 部 専 任 講 師            
               河 井  啓 希   経 済 学 部 教 授 
               吉 川  肇 子  商 学 部 准 教 授 
               木 村  福 成   経 済 学 部 教 授            
               小 林ポオ ル         文 学 部 准 教 授 
               桜 本   光  商 学 部 教 授 
               新保   一成         商   学   部   教   授 
               清 家   篤  商 学 部 教 授 
               高木   晴夫         経 営管理研 究科教 授            
               田村   次朗         法 学 部 教 授            
        辻 村  和 佑  経 済 学 部 教 授            
               内 藤   恵  法 学 部 教 授 
               中村     洋         経 営管理研 究科教 授            
        樋口   美雄         商 学 部 教 授            
               孟     若燕         商 学 部 准 教 授 
        八 代  充 史   商 学 部 教 授 
               渡辺   直登         経 営管理研 究科教 授            
               和 気  洋 子  商   学   部   教   授 

和 田  賢 治  商   学   部   教   授 
所員（兼任）  石田   英夫         名 誉 教 授        井関   利明         名 誉 教 授      
               井 原  哲 夫   名 誉 教 授        岩田   暁一        名 誉 教 授      

 金 子   晃   名 誉 教 授       黒 田  昌 裕   名 誉 教 授      
               佐 々波楊 子         名 誉 教 授        佐 野  陽 子        名 誉 教 授      

   正 田   彬  名 誉 教 授        関 本  昌 秀   名 誉 教 授      
               辻 村江太 郎        名 誉 教 授        西 川  俊 作        名 誉 教 授      
               二 瓶  恭 光  名 誉 教 授        蓑 谷千凰 彦  名 誉 教 授      
               新 井  益 洋  名 誉 教 授       清 水  雅 彦  名 誉 教 授      
               牧   厚 志   名 誉 教 授        南   隆 男  名 誉 教 授      
   
訪問研究者  國則 守生(訪問教授)、Lau,Eunice Ya Ming(訪問研究員) 
 
研究員(招請)   朝倉啓一郎、新 井  啓、戎 野  淑 子、王  在喆、 
              大野由香子、戒 能  一 成、関 根  嘉 香、疋 田 浩 一、 
       鄭   雨 宗 
研 究 員   王  雪 萍、胡  祖 耀、中 野  諭、南 雲  智 映、 

平 湯  直 子、溝 下  雅 子、吉 武  惇 二、溝渕  英之 
共同研究員  一 守  靖、岡 村  麻 子、風神佐知子、河 上  牧 子、 

  金  志 映、金  明 中、福 石  幸 生、馬  欣 欣、 
  明  素 延、山内 麻里 
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                運営委員会委員名簿           
                                                 （2009 年 4 月 1 日現在） 

 

       所   長   早 見   均   商学部教授 

       副 所 長   宮 内   環   経済学部准教授 

       〃     中 島 隆 信   商学部教授 

       委   員   長谷山   彰   文学部長 

         〃     塩  澤  修  平   経済学部長  

         〃     国  分  良  成    法学部長 

         〃     清 家   篤   商学部長 

         〃     池  尾 恭 一   経営管理研究科委員長 

       〃     内 藤   恵   法学部教授 

         〃     樋 口 美 雄   商学部教授 

       〃     吉  岡  完  治      産業研究所教授 

        〃     和  気  洋  子  商学部教授・東ｱｼﾞｱ研究所副所長 
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              所内運営委員会委員名簿             
                                （2009 年４月 1 日現在） 

 

       所   長   早 見   均   商学部教授 

       副 所 長   宮 内   環   経済学部准教授 

      〃      中 島 隆 信   商学部教授 

          委      員      赤 林 由 雄   経済学部専任講師 

〃          石 岡 克 俊   産業研究所准教授 

〃          河 井 啓 希   経済学部教授 

〃     桜 本   光   商学部教授 

〃          辻 村 和 佑   経済学部教授 

〃          野 村 浩 二   産業研究所准教授 

       〃     松 浦 寿 幸   産業研究所専任講師 

〃          宮 川 幸 三   産業研究所准教授 

〃          八 代 充 史   商学部教授 

             〃       吉 岡 完 治    産業研究所教授       
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刊 行 物 一 覧 
 
産業研究��� 
岩田暁一 編 (1997)， 

     『先物・オプション市場の計量分析』 慶應義塾大学出版会 

中島隆信・吉岡完治 編 (1997)， 

     『実証経済学分析の基礎』 慶應義塾大学出版会 

小島朋之 編 (2000)， 

     『中国の環境問題 研究と実践の日中関係』 慶應義塾大学出版会 

佐々波楊子・木村福成 編 (2000)， 

     『アジア地域経済の再編成』 慶應義塾大学出版会 

朝倉啓一郎・早見 均・溝下雅子・中村政男・中野 諭・篠崎美貴・鷲津明由・ 

吉岡完治 (2001)， 

     『環境分析用産業連関表』 慶應義塾大学出版会 

王 在喆 (2001)， 

     『中国の経済成長 地域連関と政府の役割』 慶應義塾大学出版会 

山田辰雄 編 (2001)， 

     『｢豆炭｣実験と中国の環境問題 瀋陽市／成都市におけるケース・スタディ』 

 慶應義塾大学出版会 

石岡克俊 (2001)， 

   『著作物流通と独占禁止法』 慶應義塾大学出版会  

石田英夫 編 (2002)， 

     『研究開発人材のマネジメント』 慶應義塾大学出版会 

辻村和佑・溝下雅子 (2002)， 

 『資金循環分析 基礎技法と政策評価』 慶應義塾大学出版会 
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清水雅彦・宮川幸三 (2003)， 

     『参入・退出と多角化の経済分析』 慶應義塾大学出版会 

和気洋子・早見 均 編 (2004)， 

『地球温暖化と東アジアの国際協調 CDM 事業化に向けた実証研究』  

慶應義塾大学出版会            

野村浩二 (2004)， 

   『資本の測定 日本経済の資本深化と生産性』 慶應義塾大学出版会 

戎野淑子 (2006)， 

   『労使関係の変容と人材育成』 慶應義塾大学出版会 

中野 諭・早見 均・中村政男・鈴木将之 (2008)， 

   『環境分析用産業連関表とその応用』 慶應義塾大学出版会 

宮川幸三・王在喆・胡祖耀・清水雅彦・新井益洋・石田幸造 (2008)， 

   『中国の地域産業構造分析』 慶應義塾大学出版会 

辻村和佑・辻村雅子 (2008)， 

   『国際資金循環分析―基礎技法と応用事例』 慶應義塾大学出版会 

 

 

産業研究��� 
辻村和佑 (1998)， 

    『資産価格と経済政策』 東洋経済新報社 

小尾恵一郎・宮内  環 (1998)， 

    『労働市場の順位均衡』 東洋経済新報社 

尾崎 巌 (2004)， 

    『日本の産業構造』 慶應義塾大学出版会 
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辻村和佑 編 (2004)， 

『資金循環分析の軌跡と展望』 慶應義塾大学出版会 

早矢仕不二夫 著、梅崎 修・島西智輝・南雲智映 編 (2008)， 

『早矢仕不二夫オーラルヒストリー：戦後労働史研究』 

慶應義塾大学出版会 

菅幹雄・宮川幸三 (2008)， 

『アメリカ経済センサス研究』 慶應義塾大学出版会 

 吉岡完治・松岡秀雄・早見均 編 (2009)， 

『宇宙太陽発電衛星のある地球と将来―宇宙産業と未来社会についての学

際的研究』 慶應義塾大学出版会 

王在喆 (2009)， 

『中国経済の地域構造』 慶應義塾大学出版会 

 

 

 

 

組織研究シリー� 
No.1 高尾尚二郎 (1998)， 

 『The Multidimensionality of Organizational Commitment 

    ―― 組織コミットメントの多次元性 ―― 』 慶應義塾大学出版会 

No.2  蔡  仁 錫（1999）， 

     『プロフェッショナルの研究成果の決定要因』 慶應義塾大学出版会 

No.3  石田 英夫 (1999)， 

 “Japanese Human Resource Management ―― 

International Perspectives” 慶應義塾大学出版会 

 

蔡　芢 錫
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No.1 １９８０ 

   「労働法特集―労働協約にあらわれた集団的労働関係のルール―」 

     （責任編集：正田 彬・宮本安美，1980.3） 

No.2 １９８１ 

   （責任編集：正田 彬・宮本安美，1981.3） 

No.3 １９８２ 

   「経済法特集 業務提携と法―アンケート調査結果の分析―」 

     （責任編集：正田 彬・宮本安美，1982.3） 

 

別冊 1  宮本安美 

       「定年延長と賃金・退職金規程の見直し――大曲市農協事件判決(最 3判

昭 63.2.16)と第四銀行事件判決（新潟地判昭 63.6.6）を中心に―― 」 

(1988.7) 

 

別冊 2  宮本安美 

       ｢国際化と労使紛争――事例を通してみた紛争調整上の留意点―― ｣ 

       (1991.1) 

別冊 3  松本和彦 

        ｢ドイツにおける社会法概念の展開――その法思想史的意義―― ｣ 

        (1991.6) 

別冊 4  宮本安美 

        ｢労使関係法の現代的課題｣ (1993.8) 

別冊 5  増田幸弘 

        ｢現代アイルランドにおける労使関係法の展開とその特質――1990 年   
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       労使関係法を中心に―― ｣ (1993.8) 

別冊 6  舘野仁彦・宮本安美・小林哲史 

        ｢使用者概念の拡大と労働者派遣｣ (1994.3) 

別冊 7  増田幸弘 

        ｢生別母子家庭における子どもの生活保障と社会保障法――オーストラ             

       リア児童扶養法の改革とわが国の課題―― 」(1994.3) 
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第 1号  1977 年 9 月刊  

        No.1    わが国大学組織における学生の｢自我同一性確立過程｣の長期  

              的追跡研究 

                  ――予備報告：産業組織におけるリーダーの｢社会化システム｣ 

              としての大学組織―― 

        No.1   Japanese private university as a socialization system for      

        (補遺 1)    future leaders in business and industry 

        No.2    わが国産業組織における大卒新入社員の｢役割獲得過程｣の長   

                期的追跡研究――予備報告：研究の概要――  

        No.2    わが国産業組織における｢能力主義｣の実践 

        (補遺１)    ――その論理・行動・背景―― 

        No.2    Transition from school to office ： A longitudinal   

                investigation of the process of the Japanese college                  

        graduates’ becoming managers 

第 2 号 1977 年 9 月刊 

        No.3    わが国産業組織における｢管理能力｣アセスメントの研究 

                ――｢日本版インバスケット・テスト｣の開発をめざして――   

        No.3    A bibliography on identification and assessment of    

        (補遺 1)   managerial talent 

        No.4    わが国産業組織における｢働きがいと生きがい｣の研究 

                ――ハーズバーグの｢職務満足の二要因理論｣をめぐる諸問題―― 

        No.4    Effects of job enrichment upon perception, communication   

         (補遺 1)   and attribution processes 

第 3 号 1977 年 9 月刊 

        No.5    日本人の｢対人行動｣の実験社会心理学的研究 

               ――交通事故に対する｢責任判断｣への帰因的アプローチ―― 
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        No.6    日本の｢文化構造｣の社会心理学的研究――1966 年
ひのえうま

丙午年の 

 出生激減現象の分析をとおして――             

        No.7    日本人の｢異文化への適応・同化過程｣の比較社会心理学的研究              

―― ｢文化的同化訓練法｣（ Culture Assimilator ）の開発を

めざして：タイ国における事例(1)―― 

第 4号 1979 年 3 月刊 

        No.8    日本における｢組織行動｣研究の現状と課題 

                ――ひとつの覚えがき―― 

        No.9    社会行動の｢交叉文化的研究｣における問題と課題 

                ――ひとつの覚えがき―― 

        No.10   日本人の｢異文化への適応・同化過程｣の比較社会心理学的研究             

                ――｢文化的同化訓練法｣（Culture Assimilator）の開発をめ

ざして：タイ国における事例(2)―― 

第 5号 1979 年 3 月刊 

        No.11   現代に生きる児童・生徒の｢価値意識｣調査 

                ――｢家庭｣に関する価値意識―― 

第 6号 1980 年 3 月刊 

        No.12   わが国産業組織における大卒新入社員のキャリア発達過程 

                ――その継続的分析―― 

第 7号 1980 年 3 月刊 

        No.13   Management career progress：Japanese style 

第 8 号 1981 年 3 月刊 

        No.14   わが国産業における｢管理能力アセスメント｣の研究 

                ――｢インバスケット・テスト｣の開発とその選抜使用可能性    

               の検討―― 

第 9号 1982 年 3 月刊 

        No.15   中小企業における｢女性経営者｣の成長歴・生活・経営観 

                ――都内 42 社(42 名)の面接調査にもとづく事例研究―― 
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第 10 号 1983 年 3 月刊 

        No.16  都内における｢コミュニティ形成｣基盤の把握と診断 

               ――東京首都圏・武蔵野及び三鷹の二地域をフィールドとして―― 

第 11 号 1984 年 3 月刊 
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“Notes to Development Energy Combustion Ratios Case of Indonesia” 

No.131 鷲津明由・溝下雅子(2001.6), 

   「ＣＯ２排出点数表の作成と環境家計簿の実践―１９９５年環境分析用 

産業連関表」 
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No.132 鷲津明由・山本悠介(2001.6), 

   「アジア地域におけるＣＯ２波及効果 ＥＤＥＮ１９９０の応用」 

No.133 石川晴雄・酒井裕司・定方正毅(2001.6), 

   「瀋陽市アルカリ土壌改良圃場&阜新市訪問２０００」 

No.134 酒井裕司・千 小乙・松本 聰・定方正毅(2001.6), 

   「中国アルカリ土壌地帯での脱硫石膏による改良実験結果２０００年」 

No.135 鄭 雨宗・和気洋子・疋田浩一(2001.9), 

   「ＣＤＭガイドブック２―ボン合意からマラケシュ会議までの動向と 

進展―」 

No.136 Hayami,H.,Wake,Y.,Kojima,T. and Yoshioka,K.(2001.9),  

“Bio-coal briquettes and planting trees as an experimental CDM in 

China” 

No.137 金 玩慶(2001.9), 

   「ＥＤＥＮによる観測事実」 

No.138 川田邦明・及川紀久雄(2001.11), 

   「中国の水環境中における化学物質の分布」 

No.139 中野 諭(2001.11), 

   「中国多部門経済モデルによる環境シミュレーション―バイオブリケット 

による大気汚染の改善と土壌改良―」 

No.140 及川紀久雄・川田邦明(2001.11), 

   「中国における化学物質の環境水に対する基準と分析体制」 

No.141 鷲津明由・溝下雅子(2002.1), 

   「家庭用エネルギー需要関数の推定に向けて―家庭用エネルギーデータの 

実際と考察―」 

No.142 胡 祖耀(2002.1), 

   「中国の「化学工業」の構造的特徴―産業連関分析による考察―」 

No.143 楊 治敏(2002.1). 

   「中国のエネルギー技術の改善と環境―民生用燃料燃焼の改良と環境に 

及ぼす影響―」 

金　玧慶
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No.144 関根嘉香・大歳恒彦・橋本芳一(2002.1), 

   「中国の大気環境観測」 

No.145 Asakura,K.,Collins,Patrick,Nomura,K.,Hayami,H. and Yoshioka,K. 

    (2002.1), 

“ＣＯ２ Emission from Solar Power Satellite” 

No.146 大歳恒彦・関根嘉香・藤村 満(2002.1), 

   「中国四川省における酸性雨の現状」 

No.147 松本 總・千 小乙(2002.1), 

   「脱硫石膏によるアルカリ土壌改良と安定食糧生産の実践」 

No.148 香川 順・野原理子・中井千晶・潘 國偉・曲 成毅・楊 治敏(2002.1), 

   「中国における大気汚染の健康影響」 

No.149 Chengyi Qu(2002.1), 

“The recent developments of health effect of water pollution in  

China” 

No.150 Guowei Pan(2002.1), 

“Current Status of Environmental Pollution in China (Air, Water and  

Land)” 

No.151 Won-Woo Lee, Tae Yong Jung, Tae-Heon Kim and Won-Cheol Yun, (2002.1), 

   “Structural Changes in Korean Manufacturing Sector and Its Energy 

and CO2 Implication” 

No.152 木地孝之・泉 弘志・李  潔(2002.1), 

   「日中サービス価格調査と新たな購買力平価の試算」 

No.153 Nakamura,S. and Kondo,Y.(2002.2), 

“Waste Input-Output Model : concepts, data, and application” 

No.154 竹中直子(2002.2), 

   「東アジア諸国における経済と環境の国際間相互依存分析」 

No.155 Takenaka,N.(2001.2), 

“Analysis for Economic and Environmental Interdependency in East 

Asian countries” 
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No.156 牧野好洋(2002.2), 

   「経済循環に伴う大気汚染物質の発生」 

No.157 中野 諭・森 茂樹・鷲津明由(2002.2), 

   「昭和６０－平２－７年接続環境分析用産業連関表―推計方法および計測 

結果―」 

No.158 疋田浩一・清水 浩・工藤祐揮(2002.3), 

   「電気自動車ＫＡＺのＬＣＡ」 

No.159 竹中直子(2002.3), 

   「東アジア各国のエネルギー消費構造の特徴―1990 年 EDEN Data Base 

より―」 
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第 1巻  ＥＤＥＮ［環境分析用産業連関表］の作成と応用（Working GroupⅠ） 

第 2巻（上･下）  未来技術のＣＯ２負荷（Working GroupⅡ） 

第 3巻  石炭燃焼技術の改善と普及―グリーンコールエコロジーへの挑戦― 

（Working Group Ⅲ） 

第 4巻  中国環境への日中協力―成都と瀋陽における研究と実践― 

（Working Group Ⅳ） 

第 5巻  中国・東アジアの経済発展・環境・技術に関するモデル分析 

（Working Group Ⅴ） 

 
新田義孝・吉岡完治・早見 均 編 (2003)， 

     『アジア環境こども図鑑』 慶應義塾大学出版会 
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